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平成 25 年 5 月 10 日 

 

各 位 

 

上場会社名 株式会社ほくほくフィナンシャルグループ 

代表者 取締役社長 髙木 繁雄 

(コード番号 8377) 

問合せ責任者 企画グループ長 北川 博邦 

(TEL 076-423-7331) 

 

中期経営計画“ GO for IT ! ”について 

 株式会社ほくほくフィナンシャルグループ（社長 髙木 繁雄）は、2013 年 4 月から 2016 年 3

月までの 3年間にわたる、「中期経営計画“GO for IT !”」を策定いたしましたのでお知らせいた

します。 

 

１．計画の概要 

名称 中期経営計画“GO for IT !” 

計画期間 3 年間（2013 年 4 月～2016 年 3 月） 

計画の 

位置付け 
持続的な成長に向けた事業戦略の最適化に取り組む期間 

目指す 

グループ像 
地域から親しまれ、頼りにされる金融グループ 

基本方針 

１．地域のお客さまとのリレーション強化と内部態勢の強化・再構築によ

り、変化する環境のなかで持続的に成長するための態勢を構築する。 

２．「営業力の強化」「経営の効率化」の施策を更に推し進めるとともに、「経

営基盤の強化」に取り組む。 

３．地域の信頼を得て地域活性化に資することを通じて企業価値を高める。

 

 当社グループは、前中期経営計画“Road to 10”（2010 年 4 月～2013 年 3 月）で「預金量 10
兆円金融グループへの足固め」に取り組んでまいりました。厳しい経営環境のなか収益項目は

計画未達となりましたが、2013 年 3 月末で預金残高 10 兆 81 億円と 10 兆円に到達し、将来の

成長の基礎となる取引基盤を構築することができました。また、３行共同利用システムの安定

稼働など経営の効率化においても一定の成果を得ることができました。自己資本比率も目標水

準をクリアし、2012 年度には 5,000 万株の自己株取得を実施するなど、資本政策面においても

株主価値向上に向けて新たな取り組みを実施してまいりました。 

 現在、当社を取り巻く経営環境は、地域の人口、世帯数減少によるマーケットの縮小、低金

利の継続、他行との競争激化に加え、原発問題や新興国の成長鈍化など不確実性も内包し、従

来にも増して厳しい環境が続くと予想されます。 

こうした中、これからの３年間を「持続的成長に向けた事業戦略の最適化に取り組む期間」

と位置付け、変化する環境のなかで持続的に成長するために、地域のお客さまとのリレーショ

ン強化と内部態勢の強化・再構築に取り組みます。経営施策では、従来から取り組んできた「営

業力の強化」「経営の効率化」を更に推し進めるとともに、「経営基盤の強化」を図ってまいり

ます。地域の信頼を得て地域活性化に資することを通じて企業価値を高めてまいります。 
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２．施策の概要 

営業力の強化 

 顧客取引基盤の強化 

 コンサルティング営業の強化 

 広域グループの優位性発揮 

 個人取引マーケットの取組強化 

 有価証券運用の強化 

経営の効率化 

 業務集約化・共同化の取組強化 

 共同利用システムのメリット追求 

 事務効率化、本部・営業店運営の見直し 

経営基盤の強化 

 バーゼルⅢに対応した資本の質の向上 

 資産の質の向上 

 企業再生支援の取組強化 

 

 「営業力の強化」、「経営の効率化」、「経営基盤の強化」の各施策を着実に実施していくため、

ベースとなる内部態勢の強化・再構築に取り組んでまいります。 

 若手行員の増加・定年延長への対応や女性行員の活躍の場を広げるために、各層に応じた人

財育成に取り組み、効果や中長期的な継続性の観点から、本部・営業店あるいは営業エリアご

との配置の最適化を図ってまいります。 

 また、リスク管理態勢の整備やコンプライアンスの強化に取り組み、各施策を実施していく

根底となる公正堅実な企業文化を確立してまいります。 

 効果的・効率的なグループ経営態勢構築について継続的に検討し、シナジー効果の拡大を追

求してまいります。 
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３．2016 年 3 期 目標とする計数 

 

【目標計数の背景】 

・ 取引の質にも重点を置き、預金量 10 兆円の取引基盤を維持・拡大する。 

・ 法人貸出先数の増加と個人ローン増強により貸出金を積み増す。地域金融機

関としての役割を果たし、企業再生支援の取組みを強化し地域経済の活性化

に貢献する。 

・ 中長期的観点から人財育成や金融商品販売態勢の再構築に重点を置き、態勢

整備を踏まえつつ並行して販売強化を図る。 

・ 低金利の継続による粗利益低下に歯止めをかけ、経費コントロールや与信コ

ストの低減により収益を確保する。 

・ 新自己資本比率規制に対応して、必要な内部留保の積み上げを図り、収益状

況に応じて普通株式の段階的増配を検討する。 

 

 

 

※ 計画の詳細につきましては、当社ホームページにてご覧下さい。 

  ＵＲＬ http://www.hokuhoku-fg.co.jp/ 

以 上 

＜本件に関するお問い合わせ先＞ 

企画グループ 三宅・鈴木 

TEL 076-423-7331 

 


